
「経営比較分析表」の導入にあたっての検討
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１．病院幹部（事業管理者、院長、事務長など）の意識改革

現場とともに組織全体で
課題解決に取り組む姿勢

を持つ

現場の意見
を踏まえた
数値目標等
の設定

現場職員に
病院の戦略
（方向性）を

明確に意思表示

現場職員に

病院の置かれた
現状を共有

病院自らが経営の現状や
課題を客観的に把握

結果を病院内外に共有
⇒経営状況を見える化

代表的な経営指標により、
経年比較・類似団体比較

２．経営比較分析表の作成

多数存在する経営指標を
具体的な改革につなげる

組織の部門ごとに
日常業務に関連付け

経営層が考える目標の
達成に向け、
手法や行動を設定

３．目標・手法・組織の連関性を意識し、現場のアクションにつなげる改善策

経
営
改
革
の
実
現
へ
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経営改革のために考えられる取組
（参考）H29.3.28

第４回研究会 資料３
（事務局 提出資料）

※今回(第６回)事務局案を提示



病院事業における「経営比較分析表(案)」について
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病院事業

赤枠は他事業との共通部分

赤枠は他事業との共通部分

グラフ凡例
当該団体値（当該値）

類似団体平均値（平均値）

平成27年度全国平均

※１　ド…人間ドック　透…人工透析　Ｉ…ＩＣＵ・ＣＣＵ 未…ＮＩＣＵ・未熟児室　訓…運動機能訓練室　ガ…ガン（放射線

※２　救…救急告示病院　臨…臨床研修病院　が…がん診療連携拠点病院　感…感染症指定医療機関　ヘ…へき地医療拠点病院　災…災害拠点病院

　　　地…地域医療支援病院  特…特定機能病院　輪…病院群輪番制病院

稼働病床（一般） 稼働病床（療養） 稼働病床（合計）

685 0 685

対象

1,279,594 一般病院の500床以上

人口（人） 類似区分

－

７：１ 直営 685 0 0 0 0 685 【】

全体総括

「施設全体の減価償却の状況」 「機械備品の減価償却の状況」 「建設投資の状況」

2. 老朽化の状況について

「収益の効率性①」 「収益の効率性②」 「費用の効率性①」 「費用の効率性②」

2. 老朽化の状況

1. 経営の健全性・効率性について

Ⅱ 分析欄

Ⅰ 地域において担っている役割

1. 経営の健全性・効率性

「経常損益」 「累積欠損」 「医業損益」 「施設の効率性」

救臨が災地輪 ■

看護配置 経営形態 許可病床（一般） 許可病床（療養） 許可病床（結核） 許可病床（精神） 許可病床（感染症） 許可病床（合計）

法適用 一般病院 53,660 23 ド透Ⅰ訓ガ 非該当

経営比較分析表
〇〇県〇〇病院

法適用区分 病院区分 建物面積（㎡） 診療科数 特殊診療機能　※１ 不採算地区病院 指定病院の状況　※２DPC対象病院

44,000

45,000

46,000

47,000

48,000

49,000

50,000

51,000

52,000

53,000

54,000

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 49,060 48,053 47,755 48,868 48,639

平均値 49,080 50,020 51,929 53,187 53,465

94.0

96.0

98.0

100.0

102.0

104.0

106.0

108.0

110.0

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 106.5 107.3 108.2 107.6 106.1

平均値 102.2 102.6 101.4 100.9 100.0

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 28.0 29.4 30.5 31.2 33.4

平均値 47.1 48.3 47.4 53.3 53.6

0.0

10.0

20.0

30.0

40.0

50.0

60.0

70.0

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 30.6 32.1 34.4 33.2 37.2

平均値 61.1 60.7 57.3 64.1 65.4

①経常収支比率(％)

0.0

20.0

40.0

60.0

80.0

100.0

120.0

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 24.7 22.3 18.8 50.2 51.4

平均値 108.3 105.1 104.9 98.2 95.0

88.0

90.0

92.0

94.0

96.0

98.0

100.0

102.0

104.0

106.0

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 102.5 103.8 103.9 103.6 102.1

平均値 95.8 96.9 95.9 94.0 93.7

70.0

75.0

80.0

85.0

90.0

95.0

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 92.2 81.6 79.5 80.4 77.5

平均値 81.2 80.8 79.9 79.2 78.9

40,000

45,000

50,000

55,000

60,000

65,000

70,000

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 56,310 61,154 63,187 63,847 66,348

平均値 53,029 55,426 56,897 57,846 59,540

10,000

11,000

12,000

13,000

14,000

15,000

16,000

17,000

18,000

19,000

20,000

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 14,872 14,586 15,773 16,803 19,046

平均値 13,395 13,880 14,548 15,205 16,375

47.5

48.0

48.5

49.0

49.5

50.0

50.5

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 49.9 49.6 48.8 49.1 48.5

平均値 49.3 48.7 48.4 49.6 49.7

20.0

22.0

24.0

26.0

28.0

30.0

32.0

34.0

36.0

H23 H24 H25 H26 H27

当該値 30.1 29.9 30.2 31.0 33.7

平均値 26.2 25.8 26.4 26.4 27.4

②累積欠損金比率(％) ③医業収支比率(％) ④病床利用率(％)

⑤入院患者１人１日当たり収益(円) ⑥外来患者１人１日当たり収益(円) ⑦職員給与費対医業収益比率(％) ⑧材料費対医業収益比率(％)

①有形固定資産減価償却率(％) ②機械備品減価償却率(％) ③１床当たり有形固定資産(円)

【98.7】 【53.6】 【89.5】 【72.7】

【24.1】【54.5】【12,429】【44,807】

【52.2】 【66.4】 【44,443】



経営の健全性・効率性 （経営の状況）

指標 算式 指標の用い方・効果

１経常収支比率 経常収益÷経常費用
当該年度において、料金収入や一般会計からの繰入金等の収益で、医業費用や支払利息等の費用をど
の程度賄えているかを表す指標。

２累積欠損金比率
当年度未処理欠損金÷医業
収益

医業収益に対する累積欠損金（事業運営により生じた損失で、前年度からの繰越利益剰余金等で補塡す
ることができず、複数年度にわたり累積した欠損金）の状況を表す指標であり、累積欠損金が発生してい
ないことを表す0％であることが求められる。

３医業収支比率 医業収益÷医業費用
医業活動から生じる医業費用に対する医業収益の割合を表す指標であり、通常100％以上が求められる
が、不採算医療等を担う病院は医業収支の均衡の達成が難しいため、類似病院の比較等により状況を
把握・分析し、適切な数値となっているか、対外的に説明できることが求められる。

４病床利用率
年延入院患者数÷年延病床
数

病院の施設が有効に活用されているか判断する指標であり、新公立病院ガイドラインにおいて、病床利用
率が３年連続70％未満である場合は、地域の医療提供体制を確保しつつ、再編・ネットワーク化や経営形
態の見直しなどについて抜本的に見直すことを検討することが求められる。

５
入院患者１人１日当たり診
療収入

入院収益÷年延入院患者数 入院患者又は外来患者の診療、療養に係る収益について、患者１人１日当たりの平均単価を表す指標で
あり、経年比較で減少傾向にある場合や、類似病院の平均より下回っている場合は、その原因について
分析し、安定した収益が確保できるよう、改善へ向けて検討することが求められる。６

外来患者１人１日当たり診
療収入

外来収益÷年延外来患者数

７
職員給与費対医業収益比
率

職員給与費÷医業収益
医業収益の中で職員給与費が占める割合を表す指標。病院事業は人的サービスが主体であり、費用の
うち職員給与費が最も高い割合を占めている。なお、業務委託化が進んでいる病院は、委託料対医業収
益率と合わせて確認することも有効である。

８材料費対医業収益比率 材料費÷医業収益
医業収益の中で材料費が占める割合を表す指標。薬品費等を含む材料費は、費用のうち職員給与費に
次いで高い割合を占めており、類似病院平均より上回っている場合は、その原因について分析し、費用の
削減等へ向けて検討することが求められる。

基本情報

① 法適用区分

② 病院区分

③ 建物面積

④ 診療科数

⑤ ＤＰＣ対象病院

⑥ 特殊診療機能（※１）
※１：人間ドック、人工透析、ICU・CCU、
NICU・未熟児室、運動機能訓練室、がん
治療室

⑦ 不採算地区病院

⑧ 指定病院の状況（※２）
※２：救急告示病院、臨床研修病院、が
ん診療連携拠点病院、感染症指定医療
機関、へき地医療拠点病院、災害拠点病
院、地域医療支援病院、特定機能病院、
病院群輪番制病院

⑨ 看護配置

⑩ 経営形態

⑪ 許可病床（一般）

⑫ 許可病床（療養）

⑬ 許可病床（結核）

⑭ 許可病床（精神）

⑮ 許可病床（感染症）

⑯ 許可病床（合計）

⑰ 人口

⑱ 類似区分

⑲稼動病床（一般）

⑳稼動病床（療養）

㉑稼動病床（合計）

老朽化の状況 （資産の状況）

指標 算式 指標の用い方・効果

１有形固定資産減価償却率
有形固定資産減価償却累計額
÷有形固定資産のうち償却対
象資産の帳簿原価

保有資産がどのくらい法定耐用年数に近づいているかを把握・分析し、中長期的な観点から更新計画を
立てることが求められる。

２機械備品減価償却率
機械備品減価償却累計額÷償
却資産のうち機械備品の帳簿
原価

保有資産のうち、機械備品がどのくらい法定耐用年数に近づいているかを把握・分析し、中期的な観点か
ら更新計画を立てることが求められる。

３１床当たり有形固定資産
有形固定資産のうち償却対象
資産の帳簿原価÷年度末病床
数（合計）

１床あたりの有形固定資産の保有状況を表す指標。過大な投資は、将来的に減価償却費として収益的支
出の増大にもつながることから、類似病院平均より上回っている場合は、その原因について分析し、病床
規模に応じた投資とすることが求められる。

※緑色の網掛けは上下水道にない新指標
※赤字は新公立病院改革ガイドラインにおいてプランの中で必ず数値目標を設定することとしている指標
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地域の医療を確保のため重要な役割を果たしている公立病院が、民間病院の立地が困難であるへき地における医療や、救急、周産期、小児医療等の不採算・特殊部門に係る医療などを担うこと
により指標が悪化することもあるなど、経営比較分析上の数値だけでは判断できない部分もあることから、当該役割を踏まえた比較・分析が可能となるよう記載欄を設けるもの。

地域において担っている役割

経営比較分析表を活用することにより、当該病院の経年比較や他病院との比較、複数の指標を組み合わせた分析を行い、経営の現状及び課題を的確かつ簡明に把握することが可能となることか
ら、更なる公立病院改革を進めるため各病院において策定された「新公立病院改革プラン」の進捗状況等を確認する上で有益な情報が得られるほか、議会や住民に対する経営状況の説明等に活用
することが求められる。

経営比較分析表における今後の展開

病院事業における「経営比較分析表(案)」の経営指標等について



収益に関する指標 費用に関する指標 その他

他会計繰入金対経常収益比率 職員給与費対医業収益比率 総収支比率

他会計繰入金対医業収益比率 材料費対医業収益比率 経常収支比率

他会計繰入金対総収益比率 減価償却費対医業収益比率 医業収支比率

一日平均患者数（入院） 委託料対医業収益比率 累積欠損金比率

一日平均患者数（外来） 医師数 病床数

患者１人１日当たり診療収入（入院） 医師平均給与月額 平均在院日数

患者１人１日当たり診療収入（外来） 医師平均年齢 病床利用率

医師１人１日当たり診療収入（入院） 看護師数 紹介率

医師１人１日当たり診療収入（外来） 看護師平均給与月額

看護部門１人１日当たり診療収入（入院） 看護師平均年齢

看護部門１人１日当たり診療収入（外来） 准看護師数

医師１人1日当たり患者数（入院） 准看護師平均給与月額

医師１人１日当たり患者数（外来） 准看護師平均年齢

看護部門１人１日当たり患者数（入院） 事務職員数

看護部門１人１日当たり患者数（外来） 事務職員平均給与月額

100床当たり医師数 事務職員平均年齢

100床当たり看護部門職員数 医療技術員数

100床当たり薬剤部門職員数 医療技術員平均給与月額

100床当たり事務部門職員数 医療技術員平均年齢

100床当たり給食部門職員数 その他職員数

100床当たり放射線部門職員数 その他職員平均給与月額

100床当たり臨床検査部門職員数 その他職員平均年齢

100床当たりその他職員数 5

経営指標に関する現状（決算統計上の経営指標）
（参考）H29.3.28

第４回研究会 資料３
（事務局 提出資料）
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経営指標に関する現状（公営企業決算カード）
（参考）H29.3.28

第４回研究会 資料３
（事務局 提出資料）
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